
府政共生６３２号

平成21年６月５日

各都道府県知事 殿

内 閣 府 事 務 次 官

（公 印 省 略）

地域自殺対策緊急強化交付金について

標記の交付金の交付については、別紙「地域自殺対策緊急強化交付金交付

要綱」により行うとされ、平成２１年６月５日から適用することとされたの

で通知する。



別 紙

地域自殺対策緊急強化交付金交付要綱

（通則）

第１ 地域自殺対策緊急強化交付金（以下「交付金」という ）の交付については、補助。

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）及び補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）の

定めによるほか、この要綱の定めるところによる。

（目的）

第２ この交付金は、自殺者数が平成１０年から１１年連続で３万人を超える中、現下の

厳しい経済情勢を踏まえ、都道府県に設置する地域における自殺対策を緊急に強化す

るための基金の造成に必要な経費を交付し、地域の実情を踏まえて自主的に取り組む

地方公共団体や民間団体等の活動を支援することにより、地域における自殺対策力を

強化することを目的とする。

（交付先）

第３ 交付金は、内閣総理大臣が、都道府県知事に対し、その申請に基づいて交付する。

（交付対象経費）

第４ 交付金は、平成２１年６月５日付け府政共生第６３３号内閣府自殺対策推進室長通

知の別紙「地域自殺対策緊急強化基金管理運営要領 （以下「運営要領」という ）に」 。

基づき、都道府県が行う基金の造成に必要な経費を交付の対象とする。

（交付額の算定方法）

第５ 交付金の交付額は、次の（１）及び（２）により算出された額の合計額（ただし、

円未満は切り捨てるものとする ）と、運営要領第３（１）に定める別添の事業を実。

施するための基金の造成に要する経費の実支出額とを比較して少ない方の額とする。

、 ， 、ただし この場合において算定された額に１ ０００円未満の端数が生じた場合には

これを切り捨てるものとする。

当該都道府県の人口

（１）人口割分 ３３億円 ×

全都道府県の人口



（２）内閣総理大臣が必要と認めた額

（交付の条件）

第６ この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。

（１）基金造成の内容の変更（軽微な変更を除く ）をする場合には、内閣総理大臣の承。

認を受けなければならない。

（２）基金の造成を中止する場合には、内閣総理大臣の承認を受けなければならない。

（３）基金の造成が予定期間内に完了しない場合又は基金の造成が困難となった場合に

は、速やかに内閣総理大臣に報告し、その指示を受けなければならない。

（４）基金に係る経理と他の経理は区別しなければならない。

（５）交付金と基金造成に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式１による調

書を作成し、これを基金造成の完了の日（中止の承認を受けた場合には、その承認を

受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。

（６）基金は善良な管理者の注意をもって管理し、第２の目的に反して、基金を取り崩

し、処分し、及び担保に供してはならない。

（７）都道府県は、毎年度基金事業に係る経理の精算終了後、別に定めるところにより、

事業実施の状況に関する報告を内閣総理大臣に提出しなければならない。

（ ） （ 「 」 。）８ 基金を活用して行われる地域自殺対策緊急強化事業 以下 緊急強化事業 という

の終了後には、基金の残余額を国庫に返還しなければならない。

（９）上記のほか、基金の管理、運用、取崩し、緊急強化事業の実施、精算手続について

は、運営要領の定めによるところとする。

（交付申請）

、 、 （ ）第７ 都道府県知事は 交付金の交付を受けようとするときは 交付申請書 別紙様式２

に関係書類を添えて、平成２１年６月３０日までに内閣総理大臣に申請するものとす

る。

（交付の決定及び通知）

、 、 、第８ 内閣総理大臣は 第７の規定による交付申請があったときは その内容を審査の上

交付金の交付を決定するものとし、交付金の交付を決定したときは、交付金交付決定

通知書により、都道府県知事に通知するものとする。

（実績報告）

第９ この交付金の事業実績報告は、基金設置後速やかに又は平成２２年４月１０日のい

ずれか早い日までに別紙様式３による報告書を内閣総理大臣に提出して行わなければ

ならない。



（交付金の額の確定及び返還）

第１０ 内閣総理大臣は、第９の事業実績報告に基づき交付すべき交付金の額を確定した

、 、 、場合において 既にその額を超える交付金が交付されているときは 期限を定めて

その超える部分について国庫に返還することを命ずる。

（是正のための措置）

第１１ 内閣総理大臣は、第９の事業実績報告を受けた場合において、交付金の交付決定

の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、これに適合させるため

の措置をとるべきことを都道府県知事に対して命ずるものとする。

（その他）

第１２ 特別の事情により、第５、第７及び第９に定める算定方法、手続によることが

できない場合には、内閣総理大臣の承認を受けてその定めるところによるものとす

る。



（別紙様式１）

地域自殺対策緊急強化交付金調書

平成２１年度 内閣府所管

国 都道府県

歳入 歳出

歳出 交付決 科目 予算 収入 科目 予算 うち 支出 うち

予算 定額 現額 済額 現額 交付 済額 交付 備考

科目 金相 金相

当額 当額

（記入要領）

１ 「国」の「歳出予算科目」は、項及び目（交付決定が目の細分において行われる場

合は目の細分まで）を記載すること。

２ 「都道府県」の「科目」は、歳入にあっては款、項、目、節を、歳出にあっては、

款、項、目をそれぞれ記入すること。

３ 「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用

増減等の区分を明らかにして記入すること。

４ 「備考」は、参考となるべき事項を適宜記入すること。



（別紙様式２）

第 号

平成○年○月○日

内閣総理大臣 ○○ ○○殿

都道府県知事 ○○ ○○

地域自殺対策緊急強化交付金の交付申請について

標記について、関係書類を添えて次のとおり申請する。

１ 交付申請額 金 円

２ 基金造成経費所要額調書（別紙１）

３ 基金造成計画書（別紙２）

４ 添付書類

（１）歳入歳出予算（見込み）書抄本

（２）その他参考となる書類



（別紙１）

基金造成経費所要額調書

基金造成に要する経費の支出予定額 第５により算出された合計額 交付金所要額

（Ａ） （Ｂ） （ＡとＢを比較して少ない方の額）

円 円 円



（別紙２）

基金造成計画書

基金の保有区分 保管予定額 備 考

円

合 計 額

（注）１．基金の保有区分は、金融機関への預託等保有形態別に記載すること。

． 、 、 。２ 備考欄は 基金の保有形態別に造成予定年月日 予定年利率等を記載すること



（別紙様式３）

第 号

平成〇年〇月〇日

内閣総理大臣 〇〇 〇〇殿

都道府県知事 〇〇 〇〇

地域自殺対策緊急強化交付金の事業実績報告について

標記について、関係書類を添えて次のとおり報告する。

１ 交付精算額 金 円

２ 基金造成経費精算書（別紙１）

３ 基金造成事業実施状況調書（別紙２）

４ 添付書類

（１）条例

（２）歳入歳出決算（見込）書抄本

（３）その他参考となる書類



（別紙１）

基金造成経費精算書

基金造成に要する経費 第５により算出された 交 付 金 所 要 額 （ Ａ と Ｂ 交付決定額 交付金受入額

の実支出額 合計額 を 比 較 し て 少 な い 方 の

額）

(Ａ) （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）

円 円 円 円 円



（別紙２）

基金造成事業実施状況調書

基金の保有区分 造成年月日 保管額 備考

円

合計額



府政共生６３３号

平成21年６月５日

各都道府県知事 殿

内閣府自殺対策推進室長

内閣府政策統括官（共生社会政策担当）

（公 印 省 略）

地域自殺対策緊急強化交付金の運営について

標記については 「地域自殺対策緊急強化交付金について （平成２１年６、 」

） 、 、月５日付け府政共生第６３２号 をもって通知されたところであるが 今般

別紙のとおり「地域自殺対策緊急強化基金管理運営要領」を定め、平成２１

年６月５日から適用することとしたので通知する。

なお、本通知については、速やかに管内市町村に通知されたい。



別 紙

地域自殺対策緊急強化基金管理運営要領

第１ 通則

地域自殺対策緊急強化交付金により都道府県に造成された基金（以下「基金」とい

う ）の管理、運用、取崩し等に係る事業（以下「基金事業」という ）及び基金を活。 。

用して行われる地域自殺対策緊急強化事業（以下「緊急強化事業」という ）につい。

ては、この要領の定めるところによるものとする。

第２ 基金事業

（１）基金の設置

基金は、都道府県がこれを設置するものとする。

（２）基金の設置方法

基金は、次の事項を条例等において規定するものとする。

① 基金の設置目的

② 基金の額

③ 基金の管理

④ 運用益の処理

⑤ 基金の処分

（３）基金事業の実施

① 基金事業の交付額の上限の設定

ア 都道府県は、毎年度、市町村ごとの交付額の上限を提示するものとする。

イ 都道府県は、基金事業に係る計画の見直しに伴い、必要に応じて市町村ごとの

上限を見直すことができるものとする。

② 地域自殺対策の緊急強化のための計画の策定

ア 市町村は、事業を実施するに当たり、都道府県に対して平成２３年度末までの

（ 「 」 。） 。緊急強化事業に係る計画 以下 市町村計画 という を策定するものとする

イ 都道府県は、提出された市町村計画について、必要な調整を行った上で取りま

とめるとともに、都道府県自らが実施する緊急強化事業も踏まえ、平成２３年度

末までの計画期間中の施策等を示した計画（以下「都道府県計画」という ）を。

策定し、内閣総理大臣に提出するものとする。

ウ 都道府県、市町村は、必要に応じて都道府県計画、市町村計画を見直すことが

できるものとする。



エ 内閣総理大臣は、提出された都道府県計画について 「地域自殺対策緊急強化、

交付金交付要綱 （平成２１年６月５日付け府政共生第６３２号 （以下「交付要」 ）

綱」という ）やこの要領に反する場合は、必要に応じて見直すことを求めるも。

のとする。

③ 事業計画の策定

ア 市町村は、事業を実施するに当たり、当該年度に実施する緊急強化事業や必要

（ 「 」 。） 、な経費等を示した事業計画 以下 市町村事業計画 という を毎年度策定し

都道府県に提出するものとする。

イ 都道府県は、提出された市町村事業計画について必要な調整を行った上で取り

まとめるとともに、都道府県自らが実施する緊急強化事業や必要な経費、当該年

度の基金の取崩し額等を示した事業計画（以下「都道府県事業計画」という ）。

を毎年度策定し、管内の市町村事業計画を添付して内閣総理大臣に提出するもの

のとする。

ウ 内閣総理大臣は、提出された都道府県事業計画について、交付要綱やこの要領

等に反する場合は、必要に応じて見直すことを求めるものとする。

④ 基金の取崩し

都道府県は、都道府県事業計画の範囲内で、都道府県、市町村が行う緊急強化事

業に必要な経費を基金から取り崩し、支出するものとする。

（４）運用益の処分

基金の運用によって生じた運用益は、当該基金に繰り入れるものとする。

（５）基金事業の中止

都道府県は、基金事業を中止し、又は廃止する場合には、内閣総理大臣の承認を

受けなければならない。

（６）基金の処分の制限

（（ ） 。） 、 、基金 ４ に繰り入れた運用益を含む は 緊急強化事業を実施する場合を除き

これを取り崩してはならないものとする。

（７）事業の終了

① 緊急強化事業の実施期限は、平成２３年度末とする。

ただし、緊急強化事業の精算手続に限り、期限を平成２４年１２月３１日まで延

長することができる。

② 緊急強化事業終了後には、基金の保有額、基金事業に係る保管の状況等必要な事

項を内閣総理大臣に報告し、その指示を受け、基金の残余額を国庫に返還しなけれ



ばならない。

また、基金を解散する場合は、精算手続が全て完了した上で、行うものとする。

③ 内閣総理大臣は、①及び②に定める場合のほか、次に掲げる場合には、基金事業

及び緊急強化事業について終了又は変更を命ずることができるものとする。

ア 都道府県が、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法

律第１７９号 、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和）

３０年政令第２５５号 、交付要綱若しくはこの要領又はこれらに基づく内閣総）

理大臣の処分若しくは指示に違反した場合

イ 都道府県が、基金を基金事業及び緊急強化事業以外の用途に使用した場合

ウ 都道府県が、基金の運営に関して不正、怠慢その他不適切な行為をした場合

エ その他基金の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合

④ 内閣総理大臣は③の終了又は変更を命じた場合において、期限を付して、基金か

ら支出した金額に相当する金額について、基金に充当することを命ずることができ

るものとする。

（８）基金事業実施状況報告

都道府県は、毎年度基金事業に係る決算終了後速やかに、別紙様式により基金事業

実施状況報告を内閣総理大臣に提出しなければならない。

第３ 緊急強化事業の実施

（１）緊急強化事業について

緊急強化事業の内容、対象経費等は、別添「基金を活用して行われる地域自殺対策

緊急強化事業について」に定めるところとする。

ただし、次に掲げる経費は、緊急強化事業の対象としない。

① 各府省が実施する国庫負担（補助）制度により、既に当該事業の全部又は一部に

ついて、負担若しくは補助されている経費

② 関係行政機関の恒常的職員に係る人件費等の経常的な経費

（２）緊急強化事業の実施主体

緊急強化事業の実施主体は、都道府県及び市町村とする。

（３）市町村が行う緊急強化事業に係る助成金の交付申請等

① 市町村は、緊急強化事業を実施しようとする場合には、毎年度都道府県に対し市

町村事業計画を提出するとともに、緊急強化事業に係る助成金の助成申請を提出し

なければならない。

② 都道府県は、市町村事業計画に基づき緊急強化事業に係る助成金の申請を受けた



場合には、審査を行い、当該申請内容が適正と認められた場合は、当該市町村に対

し助成金の交付を行うものとする。

③ 都道府県は、②の助成決定に基づき基金を取り崩しこれを一般会計に繰り入れた

上で、市町村に対し助成金を交付するものとする。

その場合、都道府県の負担が生じる事業については、都道府県負担分を併せて交

付するものとする。

（４）緊急強化事業の中止

① 都道府県は、緊急強化事業を中止し、又は廃止する場合には、内閣総理大臣に報

告し、その指示を受けなければならない。

② 市町村は、緊急強化事業を中止し、又は廃止する場合には、都道府県知事に報告

し、承認を受けなければならない。

③ ②に基づき都道府県知事が指示をする場合は、内閣総理大臣に報告しなければな

らない。

第４ 緊急強化事業を実施する場合の条件

（１）都道府県が緊急強化事業を実施する場合

① 第３（１）に規定する事業に使用しなければならない。

② 都道府県事業計画に記載された緊急強化事業の内容及び経費の配分の変更（軽微

な変更を除く ）をする場合には、修正した都道府県事業計画を内閣総理大臣に提。

出しなければならない。内閣総理大臣は、修正された都道府県事業計画について、

交付要綱やこの要領等に反する場合は、必要に応じて見直すことを求めるものとす

る。

③ 緊急強化事業が予定の期間内に完了しない場合又は緊急強化事業の遂行が困難と

なった場合においては、速やかに内閣総理大臣に報告しなければならない。

④ 緊急強化事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに緊急

強化事業により取得し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械及び器具に

、 （ ）ついては 減価償却資産の耐用年数等に関する省令 昭和４０年大蔵省令第１５号

で定めている耐用年数を経過するまで、内閣総理大臣の承認を受けないで、この緊

急強化事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供して

はならない。

⑤ 緊急強化事業により取得し、又は効用の増加した財産については、緊急強化事業

の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な

運用を図らなければならない。

⑥ 緊急強化事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約に

おいても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾し



てはならない。

⑦ 緊急強化事業を行う者が、①から⑥までにより付した条件に違反した場合には、

この助成金の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

⑧ ④において、内閣総理大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があっ

た場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

（２）都道府県が市町村の行う緊急強化事業に対して助成する場合

① 第３（１）に規定する事業に使用しなければならない。

② 市町村事業計画に記載された緊急強化事業の内容及び経費の配分の変更（軽微な

変更を除く ）をする場合には、市町村事業計画を修正し、都道府県知事の承認を。

受けなければならない。

③ 緊急強化事業が予定の期間内に完了しない場合又は緊急強化事業の遂行が困難と

なった場合においては、速やかに都道府県知事に報告してその指示を受けなければ

ならない。

④ 緊急強化事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに緊急

強化事業により取得し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械及び器具に

、 （ ）ついては 減価償却資産の耐用年数等に関する省令 昭和４０年大蔵省令第１５号

で定めている耐用年数を経過するまで、内閣総理大臣の承認を受けないで、この緊

急強化事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供して

はならない。

⑤ 緊急強化事業により取得し、又は効用の増加した財産については、緊急強化事業

の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な

運用を図らなければならない。

⑥ 緊急強化事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約に

おいても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾し

てはならない。

⑦ 緊急強化事業を行う者が、①から⑥までにより付した条件に違反した場合には、

この助成金の全部又は一部を都道府県に納付させることがある。

⑧ ④において、都道府県知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があっ

た場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

⑨ ③に基づき都道府県知事が指示をする場合は、内閣総理大臣に報告しなければな

らない。

（３ （２）の⑦又は⑧により付した条件に基づき市町村から都道府県知事に対して納付）

があった場合には、その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。



（４）緊急強化事業の対象経費と重複して、各府省が所管する補助金等の交付を受けては

ならない。

第５ 緊急強化事業実績報告

都道府県は、毎年度、緊急強化事業が完了した後、都道府県及び市町村が当該年度

に実施した緊急強化事業に係る実績に関する報告を取りまとめた上で、別紙様式によ

（ ） 、 、り第２ ８ の基金事業実施状況報告とともに 基金事業に係る決算終了後速やかに

内閣総理大臣に提出しなければならない。

第６ その他

（１）都道府県は、市町村が行う緊急強化事業に係る助成金の交付申請及び交付決定の事

務に係る手続等の助成要綱を定め、実施するものとする。

（２）都道府県においては、管内市町村、関係団体等に当該基金事業及び緊急強化事業の

趣旨について十分な説明を行うとともに、市町村との連携を十分に行い、事務処理に

遺漏なきよう取り扱うものとする。

（３）この要領に定めるもののほか、基金事業及び緊急強化事業に関し必要な事項につい

ては、内閣府自殺対策推進室長が定めるものとする。



（別 添）

基金を活用して行われる地域自殺対策緊急強化事業について

地域自殺対策緊急強化基金運営要領第３（１）の緊急強化事業の内容、対象経費等は以

下によるものとする。

都道府県及び市町村は、自殺を考えている人の個々のニーズに応じたきめ細かな相談支

援等を行うため、各地方公共団体が事業を実施するとともに、民間団体への委託、補助又

は助成等により事業を実施することができるものとする。

また、各府省で実施する既存の自殺対策事業は、緊急強化事業の対象外とする。

１．対面型相談支援事業

（１）事業内容

関係行政機関、民間団体、医療機関等が幅広く連携し、自殺対策に資するよう、弁

護士、司法書士、社会福祉士、保健師、臨床心理技術者等の専門家を活用して、自殺

の社会的要因である失業、倒産、多重債務問題等に対する生活相談と、心の健康等の

健康要因に関する相談を併せて行う「包括支援相談」を開催したり、相談窓口を設置

・充実するなど、相談支援体制の強化を図るための事業

（２）対象経費

、 、 、 、 、 、相談事業の実施に必要な報償費 賃金 旅費 需要費 役務費 使用料及び賃借料

相談室等の改修工事費、備品購入費、図書購入費、委託料、補助金

２．電話相談支援事業

（１）関係行政機関や民間団体で実施する電話等による相談事業について、電話番号の共

通化、フリーダイヤル設置、２４時間対応、必要な設備・備品の充実強化など心の悩

みを抱える人が相談しやすい環境を整備するための事業

（２）対象経費

電話相談事業の実施に必要な報償費、賃金、旅費、需要費、役務費、使用料及び賃

借料、相談室等の改修工事費、備品購入費、図書購入費、委託料、補助金

３．人材養成事業

（１）行政機関の相談担当者や民間ボランティアなど、自殺対策に関わる多様な分野に

携わる人材を緊急に養成するための事業

①自殺の危険性の高い人を早期に発見し適切な対応を行うため、人材養成を担う指



導員の養成や、その指導員が講師となってゲートキーパー養成研修会の実施

②自殺を考えている人、自殺未遂者等の自殺の危険性の高い人、自死遺族等に相談

支援を行う人材を養成するための研修の実施 等

（２）対象経費

研修会の開催に必要な報償費、賃金、旅費、需要費、役務費、使用料及び賃借料、

備品購入費、図書購入費、委託料、補助金

４．普及啓発事業

（１）事業内容

国民一人ひとりが自殺予防のために行動（ 気づき 「つなぎ 「見守り ）ができる「 」 」 」

ようにするなど広報啓発を強力に実施するための事業（新聞、テレビ、ラジオ等によ

る広報、パンフレットの作成・配布、シンポジウム、講演会の開催等）

（２）対象経費

、 、 、 、 、 、広報啓発の強化に必要な報償費 賃金 旅費 需要費 役務費 使用料及び賃借料

備品購入費、委託料、補助金

５．強化モデル事業

（１）事業内容

１．から４．までのメニュー以外で地方公共団体が独自に取り組む以下の事業

① 自死遺族のための分かち合いの会の運営等の支援

② 自殺のハイリスク者に対する支援の実施や支援体制の構築

③ 自殺のハイリスク地におけるパトロール、フェンス・看板の設置等

④ 自殺を考えている人への一時的避難場所（シェルター）の提供等

⑤ その他地域における自殺対策を緊急に強化するための事業

（２）対象経費

強化モデル事業の実施に必要な経費とするが、関係行政機関の恒常的職員に係る人

件費等の経常的な経費は対象外とする。



（別紙様式）

第 号

平成○○年○○月○○日

内閣総理大臣 ○○ ○○殿

都道府県知事 ○○ ○○

地域自殺対策緊急強化基金管理運営要領第２（８）に基づく基金事業実施状況報告

及び同第５に基づく緊急強化事業実績報告について

標記について、関係書類を添えて次のとおり提出する。

１．基金事業実施状況報告及び緊急強化事業実績報告

別紙のとおり

２．添付資料

（１）当該年度の歳入歳出予算（見込み）書抄本

（２）その他参考となる資料



（別紙）

基金事業実施状況報告及び緊急強化事業実績報告について

１．基金事業実施状況報告

（１）基金保管実績

基金の保有区分（Ａ） 年度当初保管額（Ａ） 年度内異動額（Ｂ） 年度末保管額

（Ａ－Ｂ）

円 円 円

合 計 額

（２）基金運用実績

基金の保有区分 利 息 額 差 益 額

円 円

合 計 額

※ 基金の保有形態別に、収入の種別により記載する他、内訳を添付すること。



２．緊急強化事業実績報告

（１）都道府県実施分及び市町村実施分支出額（基金取崩し額）

（単位：円）

事業名 都道府県支出額 市町村支出額 支出額合計

①対面型相談支援事業

②電話相談支援事業

③人材養成事業

④普及啓発事業

⑤強化モデル事業

合計

（２）都道府県実施分事業概要

事業名 支出済額（円） 事業の概要

①対面型相談支援事業

②電話相談支援事業

③人材養成事業

④普及啓発事業

⑤強化モデル事業

合計



（３）都道府県実施分事業別支出内訳

事業名 支出内訳

①対面型相談支援事業

②電話相談支援事業

③人材養成事業

④普及啓発事業

⑤強化モデル事業

合計



（４）都道府県実施分事業内容

事業名 事 業 内 容

①対面型相談支援事業

②電話相談支援事業

③人材養成事業

④普及啓発事業

⑤強化モデル事業



（５）市町村実施分（実施市町村及び支出済額）

事業名 実施市町村 支出済額（円）

①対面型相談支援事業

②電話相談支援事業

③人材養成事業

④普及啓発事業

⑤強化モデル事業

合計



（６）市町村別事業実績

（ ）市町村名：

事業名 支出済額（円） 事業の概要

①対面型相談支援事業

②電話相談支援事業

③人材養成事業

④普及啓発事業

⑤強化モデル事業

合計
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